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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第48期

第２四半期
累計期間

第49期
第２四半期
累計期間

第48期

会計期間

自2019年
 ４月１日
至2019年
 ９月30日

自2020年
 ４月１日
至2020年
 ９月30日

自2019年
 ４月１日
至2020年
 ３月31日

売上高(千円) 3,427,461 3,493,648 7,016,540

経常利益(千円) 290,959 458,419 667,849

四半期(当期)純利益(千円) 184,351 299,700 435,819

持分法を適用した場合の投資利
益(千円)

― ― ―

資本金(千円) 767,955 767,955 767,955

発行済株式総数(株) 850,000 850,000 850,000

純資産額(千円) 4,232,869 4,731,259 4,475,353

総資産額(千円) 10,699,334 10,425,926 10,338,983

１株当たり四半期(当期)純利益
(円)

219.07 356.16 517.89

潜在株式調整後１株当たり四半
期(当期)純利益(円)

― ― ―

１株当たり配当額(円) ― ― 70

自己資本比率(％) 39.6 45.4 43.3

営業活動による
キャッシュ・フロー(千円)

1,541,332 1,440,305 3,242,087

投資活動による
キャッシュ・フロー(千円)

△1,434,278 △1,201,313 △2,377,691

財務活動による
キャッシュ・フロー(千円)

75,652 △278,376 △693,693

現金及び現金同等物の四半期末
(期末)残高(千円)

600,766 549,376 588,761
 

 

回次
第48期

第２四半期
会計期間

第49期
第２四半期
会計期間

会計期間

自2019年
 ７月１日
至2019年
 ９月30日

自2020年
 ７月１日
至2020年
 ９月30日

１株当たり四半期純利益(円) 148.74 153.23
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(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２  売上高には消費税等は含まれておりません。

３ 当社は、関連会社を有していないため、「持分法を適用した場合の投資利益」については記載しておりませ

ん。

４　「潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　

２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営

者が提出会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識してい

る主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はあり

ません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1）財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期累計期間における国内経済については、新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、個人消費や企

業活動が停滞し、非常に厳しい状況となりました。５月における政府による緊急事態宣言の解除後は経済活動に持

ち直しの気配が見られるものの、国内外で感染者数は増加しており、先行きへの不透明感が続いております。

このような経営環境の中で、「一貫パレチゼーション」の主要顧客である石油化学樹脂関連企業向けレンタル

は、顧客側の生産縮小等の影響を受けて貸出数量が伸び悩み、前年同四半期の実績をやや下回りました。一方、そ

の他一般顧客については、顧客側の商品在庫積み増し等の要因により、レンタル需要が堅調に推移したため、レン

タル売上高は全体で増加しました。また、その他扱いの売上高合計も前年同四半期の実績を上回ったため、当第２

四半期累計期間の売上高総額は34億93百万円（前年同四半期比1.9％増）となりました。

費用面につきましては、パレットのレンタル稼働率の向上に伴い、回送費用等が低減したことに加え、パレット

の回収強化策の実施等により、現有貸与資産の有効活用、運用面での効率化が図られたため、営業費用は31億７百

万円（前年同四半期比3.0％減）となりました。　

この結果、営業利益３億85百万円（前年同四半期比72.1％増）、経常利益４億58百万円（前年同四半期比57.6％

増）、四半期純利益２億99百万円（前年同四半期比62.6％増）となりました。
 

（流動資産）

当第２四半期会計期間末における流動資産の残高は、前事業年度末に比べ35百万円減少し、16億27百万円となり

ました。

これは売掛金の増加はあったものの、現金及び預金及びレンタル未収金の減少が主な要因であります。
 

（固定資産）

当第２四半期会計期間末における固定資産の残高は、前事業年度末に比べ１億22百万円増加し、87億98百万円と

なりました。

これは無形固定資産及び貸与資産の増加が主な要因であります。
 

（流動負債）

当第２四半期会計期間末における流動負債の残高は、前事業年度末に比べ１億50百万円減少し、32億38百万円と

なりました。

これは未払消費税（「その他」に含む。）、買掛金及び未払法人税等の減少が主な要因であります。　
 

（固定負債）

当第２四半期会計期間末における固定負債の残高は、前事業年度末に比べ18百万円減少し、24億56百万円となり

ました。

これは長期未払金の増加はあったものの、長期借入金の減少が主な要因であります。
 

（純資産）

当第２四半期会計期間末における純資産の残高は、前事業年度末に比べ２億55百万円増加し、47億31百万円とな

りました。

これは利益剰余金が増加したことによります。
 

なお、当第２四半期累計期間の財政状態及び経営成績において、新型コロナウイルス感染症による影響は軽微に

とどまりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は投資活動によるキャッシュ・フ

ローは増加しましたが、営業活動によるキャッシュ・フロー及び財務活動によるキャッシュ・フローが減少し、当

四半期末残高は５億49百万円（前年同四半期比8.6％減）となりました。
 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は14億40百万円（前年同四半期比6.6％減）となりました。これは主に、税引前四半

期純利益及び仕入債務の増減額は増加しましたが、未収又は未払消費税の増減額、減価償却費及び法人税等の支払

額等が減少したことによるものであります。
 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は12億１百万円（前年同四半期比16.2％減）となりました。これは主に、木製パ

レットをはじめとする貸与資産の増備及び取替え等に要した支出によるものであります。
 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、２億78百万円（前年同四半期は75百万円の収入）となりました。これは主に、

長期借入金の返済による支出５億69百万円及び割賦債務の返済による支出１億49百万円などによるものでありま

す。

 
　(3) 資本の財源及び資金の流動性に関する情報

当社の資本の財源及び資金の流動性については、当社の運転資金需要のうち主なものは、貸与資産の回送や修

理・洗浄等のメンテナンス費用のほか、販売費及び一般管理費等の営業費用であります。また、設備資金需要は、

パレット等の貸与資産の取得によるものであります。

当社の資金調達の源泉は、主に営業活動によって獲得した現預金であり、売上高の約1.0カ月分を安定的な経営に

必要な手元水準としており、それを超える分については銀行等の金融機関からの借入と合わせて、運転資金及び設

備資金に配分することとしております。このうち借入による資金調達に関して、運転資金については短期借入金

で、貸与資産を中心とする設備投資については、長期借入金、割賦契約に基づく長期未払金により調達しておりま

す。

なお、当第２四半期会計期間末における借入金及び長期未払金（割賦）を含む有利子負債の残高は46億90百万円

となっております。また、当四半期会計期間末における現金及び現金同等物の残高は５億49百万円となっておりま

す。

 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間について、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 3,000,000

計 3,000,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2020年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2020年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 850,000 850,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数
100株

計 850,000 850,000 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2020年７月１日～
2020年９月30日

― 850,000 ― 767,955 ― 486,455
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(5) 【大株主の状況】

2020年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式(自己株式を
除く。)の総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本貨物鉄道株式会社 東京都渋谷区千駄ヶ谷５－33－８ 97 11.54

日本通運株式会社 東京都港区東新橋１－９－３ 90 10.70

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 42 4.99

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１－１－２ 40 4.75

平中　良和 東京都品川区 32 3.83

株式会社南都銀行（常任代理人
日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

奈良県奈良市橋本町16　　　　　　　
（東京都港浜松町２－11－３）

30 3.57

大塚倉庫株式会社 大阪市港区石田１－３－16 24 2.96

泉北高速鉄道株式会社 和泉市いぶき野５－１－１ 20 2.38

株式会社日本カストディ銀行
（三井住友信託銀行再信託分・
近畿日本鉄道株式会社退職給付
信託口）

東京都中央区晴海１－８－12 20 2.38

株式会社池田泉州銀行 大阪市北区茶屋町18-14 20 2.38

株式会社日本カストディ銀行
（信託口４）

東京都中央区晴海１－８－12 20 2.38

三井住友信託銀行株式会社（常
任代理人　株式会社日本カスト
ディ銀行）

東京都千代田区丸の内１－４－
１　　　　（東京都中央区晴海１-８-
12）

20 2.38

計 － 456 54.21
 

（注）上記のほか当社所有の自己株式８千株があります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2020年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

― ―
8,500

完全議決権株式(その他)
普通株式

8,412 ―
841,200

単元未満株式
普通株式

― ―
300

発行済株式総数 850,000 ― ―

総株主の議決権 ― 8,412 ―
 

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式20株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

  2020年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本パレットプール株式会
社

大阪市北区芝田２丁目８番
11号

8,500 ― 8,500 1.00

計 ― 8,500 ― 8,500 1.00
 

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号。)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(2020年７月１日から2020年９月

30日まで)及び第２四半期累計期間(2020年４月１日から2020年９月30日まで)に係る四半期財務諸表について、有限責

任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2020年３月31日)
当第２四半期会計期間
(2020年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 737,669 698,287

  受取手形 17,749 15,243

  レンタル未収金 763,565 742,446

  売掛金 100,409 123,868

  その他 47,403 51,735

  貸倒引当金 △4,336 △4,329

  流動資産合計 1,662,460 1,627,251

 固定資産   

  有形固定資産   

   貸与資産   

    賃貸用器具（純額） 7,633,103 7,691,543

    貸与資産合計 7,633,103 7,691,543

   社用資産   

    建物（純額） 156,515 160,334

    土地 483,126 483,126

    その他（純額） 111,706 110,189

    社用資産合計 751,348 753,650

   有形固定資産合計 8,384,452 8,445,194

  無形固定資産 16,583 80,167

  投資その他の資産   

   投資有価証券 178,431 184,435

   その他 110,276 97,294

   貸倒引当金 △13,221 △8,418

   投資その他の資産合計 275,486 273,312

  固定資産合計 8,676,522 8,798,674

 資産合計 10,338,983 10,425,926

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 691,236 650,817

  短期借入金 1,030,000 1,030,000

  1年内返済予定の長期借入金 998,172 1,005,016

  未払法人税等 177,606 158,766

  引当金 48,863 43,070

  その他 442,484 350,352

  流動負債合計 3,388,363 3,238,023

 固定負債   

  長期借入金 1,891,680 1,814,992

  引当金 19,321 17,299

  長期未払金 532,019 591,711

  資産除去債務 32,245 32,640

  固定負債合計 2,475,266 2,456,643

 負債合計 5,863,629 5,694,666
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2020年３月31日)
当第２四半期会計期間
(2020年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 767,955 767,955

  資本剰余金 486,455 486,455

  利益剰余金 3,230,691 3,471,488

  自己株式 △17,822 △17,822

  株主資本合計 4,467,279 4,708,075

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 8,074 23,183

  評価・換算差額等合計 8,074 23,183

 純資産合計 4,475,353 4,731,259

負債純資産合計 10,338,983 10,425,926
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

売上高 3,427,461 3,493,648

売上原価 2,732,557 2,657,909

売上総利益 694,903 835,738

割賦販売未実現利益繰入額 1,110 699

割賦販売未実現利益戻入額 4,149 3,134

差引売上総利益 697,942 838,173

販売費及び一般管理費 ※1  473,726 ※1  452,275

営業利益 224,216 385,898

営業外収益   

 受取利息 6 6

 受取配当金 2,553 2,417

 紛失補償金 63,774 68,112

 廃棄物処分収入 16,009 16,447

 その他 2,177 393

 営業外収益合計 84,521 87,377

営業外費用   

 支払利息 17,779 14,856

 営業外費用合計 17,779 14,856

経常利益 290,959 458,419

特別利益   

 固定資産売却益 ※2  1,150 ―

 特別利益合計 1,150 ―

特別損失   

 投資有価証券評価損 5,527 11,281

 特別損失合計 5,527 11,281

税引前四半期純利益 286,582 447,138

法人税、住民税及び事業税 105,147 146,318

法人税等調整額 △2,917 1,120

法人税等合計 102,230 147,438

四半期純利益 184,351 299,700
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 286,582 447,138

 減価償却費 1,319,596 1,231,557

 賞与引当金の増減額（△は減少） 2,781 △5,793

 
退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△
は減少）

153 △2,472

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 8,465 △4,809

 受取利息及び受取配当金 △2,560 △2,424

 支払利息 17,779 14,856

 投資有価証券評価損益（△は益） 5,527 11,281

 固定資産除却損 46,198 40,635

 固定資産売却損益（△は益） △1,150 ―

 売上債権の増減額（△は増加） 11,403 1,071

 たな卸資産の増減額（△は増加） 1,420 △1,885

 仕入債務の増減額（△は減少） △90,908 △18,892

 未収又は未払消費税等の増減額（△は減少） 13,400 △83,300

 その他 19,876 △21,987

 小計 1,638,565 1,604,973

 利息及び配当金の受取額 2,558 2,422

 利息の支払額 △17,758 △14,818

 法人税等の支払額 △82,032 △152,272

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,541,332 1,440,305

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △65,000 △55,002

 定期預金の払戻による収入 65,000 55,000

 投資有価証券の取得による支出 △573 △594

 有形固定資産の取得による支出 △1,431,382 △1,160,936

 有形固定資産の売却による収入 1,150 ―

 無形固定資産の取得による支出 ― △36,082

 その他 △3,471 △3,697

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,434,278 △1,201,313

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 4,830,000 4,580,000

 短期借入金の返済による支出 △4,830,000 △4,580,000

 長期借入れによる収入 1,000,000 500,000

 長期借入金の返済による支出 △664,680 △569,844

 割賦債務の返済による支出 △200,759 △149,629

 配当金の支払額 △58,907 △58,903

 財務活動によるキャッシュ・フロー 75,652 △278,376

現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ―

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 182,707 △39,384

現金及び現金同等物の期首残高 418,059 588,761

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  600,766 ※1  549,376
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　該当事項はありません。

 

(追加情報)

　新型コロナウイルス感染症の拡大は、経済、企業活動に広範な影響を与える事象ですが、前事業年度末では、

当社の事業上は短期的な顧客の生産調整にとどまる事象であり、収益への影響は限定的であるとの仮定に基づ

き、会計上の見積りを行っております。この仮定は当四半期累計期間末でも変更はありません。

 なお、新型コロナウイルス感染症の事業への影響が上記仮定により長期化・深刻化した場合には、当四半期累

計期間末後の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

（四半期損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額

 
前第２四半期累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

従業員給与及び賞与 187,639千円 193,670千円

賞与引当金繰入額 47,012千円 43,070千円

退職給付引当金繰入額 1,995千円 2,572千円
 

 
 ※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

車両運搬具 1,150千円 ―　千円
 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期累計期間
(自　2019年４月１日

　 至　2019年９月30日）

当第２四半期累計期間
(自　2020年４月１日

　 至　2020年９月30日）

現金及び預金勘定 749,673千円 698,287千円

預金期間が３ケ月を超える定期預金 △148,907千円 △148,910千円

現金及び現金同等物 600,766千円 549,376千円
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（株主資本等関係）

前第２四半期累計期間(自　2019年４月１日　至　2019年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月25日
定時株主総会

普通株式 58,907 70 2019年３月31日 2019年６月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

　　　該当事項はありません。

 

当第２四半期累計期間(自　2020年４月１日　至　2020年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月25日
定時株主総会

普通株式 58,903 70 2020年３月31日 2020年６月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

　　　該当事項はありません。

 

（金融商品関係）

四半期財務諸表等規則第８条の２ただし書きの規定に基づき、注記を省略しております。

 

（有価証券関係）

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年９月30日)

当社は、パレットレンタル事業を主たる業務としております。販売及びその他収入(利用運送事業に伴う収

入)については、レンタル事業に付随して行われているのみであり、不可分の販売形態の単一セグメントであ

り、記載を省略しております。

 

当第２四半期累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年９月30日)

当社は、パレットレンタル事業を主たる業務としております。販売及びその他収入(利用運送事業に伴う収

入)については、レンタル事業に付随して行われているのみであり、不可分の販売形態の単一セグメントであ

り、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第２四半期累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

１株当たり四半期純利益 219円07銭 356円16銭

（算定上の基礎）   

　四半期純利益(千円) 184,351 299,700

　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　普通株式に係る四半期純利益(千円) 184,351 299,700

　普通株式の期中平均株式数(千株) 841 841
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2020年11月６日

日本パレットプール株式会社

取締役会  御中

有限責任監査法人  トーマツ
 

 

大阪事務所  
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 西   方    　 実 ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 上   坂   岳 　大 ㊞

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本パレット

プール株式会社の2020年４月１日から2021年３月31日までの第49期事業年度の第２四半期会計期間(2020年７月１日から

2020年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(2020年４月１日から2020年９月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本パレットプール株式会社の2020年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 
四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切で

ない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に

準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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